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飲料産業グローバリゼーション下における
日中の茶産業と産地システムの転換

木村 務＊・建野 堅誠†・黄 淑慎‡

�．はじめに

近年の飲料消費において茶飲料は中心的な位

置を占め、日本人の食生活に不可欠な飲料と

なっている。こうした茶飲料消費の増加はどの

ような生産流通構造によって可能となったので

あろうか、それは持続可能な生産流通のしくみ

となっているのであろうか。本調査研究では、

茶飲料の原料供給地である産地と産地システム

の動向を実証的に分析し、持続可能な茶産地形

成の条件を明らかにすることとした。なお、こ

こでいう産地システムは、地域の茶産業におけ

る農業者の生産販売組織と加工販売業者との間

の、協同組合組織を含む地域的な連携関係をシ

ステムとして捉えるものであり、その地域的連

携の紐帯としては、地域の茶産業を持続的に維

持するための、収益力、雇用力、ブランド力、

文化力（茶文化）など産地として統合を強める

ための要素があると考える１）。

西南日本の傾斜地農業において茶は地域農業

をリードする有力作物となってきた。従来から

同地域農業において有力作物であったミカン

は、需要減退による市場縮小を余儀なくされ、

産地では高品質ブランド化を図りながら産地再

編を行ってきた２）。新たな市場変化に対応した

産地システムと持続可能な傾斜地農業を構築す

るための産地転換が行われてきたのである。そ

の産地転換の方策の一つとして茶産業への転換

が起こってきたのである。たとえば大規模なミ

カン産地を形成してきた長崎県においては、茶

は中山間地農業の産地再編の有力作物となって

きたし、離島においても農業再生の有力作物と

なってきた３）。なかでも、とくに長崎のような

新産地においては、静岡・鹿児島等の大規模主

産地の動きとは異なる、飲料企業との契約栽培

や直営茶園という産地形成が登場してきたので

ある。これはグローバルに展開している茶飲料

企業の原料調達行動への産地の対応に他ならな

いが、こうした産地変動は世界最大の茶生産国

である中国の茶産地の変化とはどのような関連

しているのであろうか。

世界の食品市場においては、食品産業のグ

ローバルな企業行動による産地の再編統合が進

んできた４）。なかでも、食品産業グローバル化

が急激に進んできた中国農業においては農産物

輸出基地形成による産地再編が行われてきた。

日本の食品企業や流通業者のニーズに対応し

て、中国の産地では直営基地・委託基地・契約

基地に振り分けて生産する重層的な生産基地体

制が構築され、グローバルな企業行動に対応し
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た産地システムが形成されてきたことが明らか

にされている５）。

しかしながら、現実にはグローバルに展開す

る食品産業の企業行動は著しく流動的であり、

それに対する産地システムは必ずしも整合的で

はなく、この企業行動と産地システムの間には

矛盾が生じている。たとえば中国産加工食品の

安全性問題の発現はその現れといえよう。

中国最大のウーロン茶産地である福建省茶産

地の調査研究によると、中国の茶産地において

は日本へ茶飲料原料を輸出するために、民営の

大規模加工販売企業が主導する産地システムが

形成されてきた。しかし近年は、日本飲料企業

の原料調達の減少や賃金上昇によるコストアッ

プや安全性の確保あるいは環境保全などへの対

応など、新たな課題に直面していることが明ら

かにされている６）。

以上のようなことから、グローバルな食品企

業行動の近年の流動的な変化と、それに対応し

ようとしている産地システムの連携関係を明ら

かにし、持続可能な産地システム形成の諸条件

を析出することが必要と考えるに至った。そこ

で本調査研究では、超国家的な日本飲料企業の

原料調達行動の変化とそれに対する産地システ

ムの連携関係の変化について明らかにするとと

もに、食品産業のグローバルな展開のもとで持

続可能な地域の茶産業を構築するための産地シ

ステムの諸条件を明らかにすることを目的とし

た。

研究の方法としては、日本の大手茶飲料企業

の原料調達の現状と生産販売戦略および茶原料

産地との関係について、中国と日本の産地の実

態を中心に実証的に検討した。なお、これに加

えて東アジアの緑茶産地として日中と並ぶ位置

にある韓国の茶産地についても比較検証するこ

ととした。

具体的には、中国福建省泉州市安渓県、浙江

省杭州市、韓国全羅南道宝城、慶尚南道河東等

の茶関連機関・加工流通業者および農業者、日

本の飲料企業等加工流通業者および農業者等に

対する実態調査を行って収集したデータをもと

に課題に関する分析を行った。

�．茶飲料消費増大と超国家的原料調達
の展開

日本における茶の消費動向を緑茶・紅茶・

ウーロン茶の三種について示すと第１図のよう

である。市場の成熟化とデフレによる農産物の

消費停滞の中でも茶消費は比較的順調に伸びて

きた。これは緑茶、ウーロン茶、紅茶など主要

な茶種に共通した消費傾向であり、茶類飲料消

費の増大に牽引された消費増大であった。また

この消費増大は中国からの原料茶の輸入に支え

られたものであった。しかし、２００５年以降にな

ると、輸入茶原料の残留農薬問題の発生やポジ

ティブリスト制度実施など日本における食品安

全対策の強化のもとで茶輸入は急激に減少し、

茶消費も減少することになる。その容器も缶、

ペットボトル、紙パック等多様な形態が開発さ

図１ 茶類の消費量と輸入量の推移

資料：日本茶業中央会「茶業統計」より作成
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れ、世界中で販売されるようになってきた。

次に主要な茶飲料消費の動向を示すと図２の

ようである。日本における茶飲料消費は１９８１年

の伊藤園とサントリーによる缶入りウーロン茶

飲料の開発から始まったが、多くの飲料企業が

多様な茶飲料を販売するに到った

１９９０年の茶類飲料は約１２０万キロリットルで

あり、うちウーロン茶飲料が５５％、紅茶飲料が

４５％と二種類が茶飲料市場を分け合っていた。

しかし、その後緑茶飲料が加わって茶飲料の消

費は急増し、２０００年には４３５万キロリットルに

まで増加した。これは、９０年代初頭に緑茶飲料

が開発されて以来緑茶飲料は急激に消費が広

まったからである。日本の緑茶は蒸し茶である

が、釜炒り茶の中国・韓国の緑茶と比較すると

蒸し茶は煎れた後変質しやすく、保存期間が長

い飲料に向かないとされてきたが、ビタミン C

を添加することによって克服した画期的な技術

革新であった。

こうして２０００年における茶類飲料の市場シェ

アは、ウーロン茶飲料が３０％、次いで緑茶飲料

が２３％となり、緑茶飲料は紅茶飲料の１８％をし

のぐほどになった。

さらに２０００年代になると茶類飲料は増加して

５５０万キロリットルを上回るようになったが、

輸入茶に残留農薬が発見されるなど安全性問題

が発生したことも影響して２００５年頃をピークと

して茶飲料の消費量は５００万キロリットル前半

で推移している。

２０１０年における茶類飲料の生産量は５３５万キ

ロリットルで、緑茶飲料が４２％、紅茶飲料が

２２％、ウーロン茶飲料は１６％と紅茶飲料より小

さいシェアになった。一方健康志向もあって雑

穀や薬草等を混合したブレンド茶飲料のシェア

が１３％となり、茶飲料の多様化が進んでいる。

日本の茶輸入の推移を示すと図３のようであ

る。１９７０年代の茶輸入はほとんどなく、７５年に

ウーロン茶は４３７トンに過ぎなかった。ところ

がウーロン茶飲料が普及した１９８０年代以降から

は急速にウーロン茶の輸入が増加した。１９８０年

に４，４７１トンと１０年前の約１０倍に増大し、８５年

には１万２，５６８トン、９０年には１万７，１５４トン、

９１年以降は２万トン台に昇った。ウーロン茶は

７０年代から８０年代初頭までは主に台湾から輸入

されてきたが、８０年代後半から９０年代以降にな

ると中国本土からの輸入が中心になった。

さらに９０年代になると中国からの緑茶輸入が

急激な増加をみせることになった。それは上記

図２ 茶飲料消費の推移 図３ 茶輸入の推移

資料：日本茶業中央会「茶関係資料」各年により作成 資料：財務省「通関統計」による
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の緑茶飲料の急増に対応するものであった。

このようにわが国の茶輸入は１９８０年代から増

加し続けてきた。それはウーロン茶飲料原料を

先駆けとして緑茶飲料原料が続き、そのほとん

どは中国からの輸入であった。しかし中国から

の輸入は、残留農薬等の食品安全性問題の発生

により２０００年代前半以降は急激に減少した。こ

れは、インドとスリランカからの輸入が主であ

る紅茶の安定的な輸入量推移と対照的である。

以上のように、１９８０年代以降のわが国の茶の

消費と輸入の動向は、茶飲料企業に主導されて

変化してきており、以下のようにまとめること

ができる。１９８０年代におけるウーロン茶飲料の

開発と需要増大、９０年代における緑茶飲料の開

発と需要増大の下で大量の原料調達を中国茶産

地に求めてきた日本の茶飲料企業は、消費者の

安全志向の高まりに対応して日本国産の原料調

達による緑茶飲料の開発と販売拡大戦略にシフ

トし、中国からの原料輸入を削減してきた。

�．中国茶産地の輸出基地システムから
国内市場向け販売システムへの転換

１．中国茶産地の変動

改革開放後の中国茶産地の動向を主要な省別

に示すと表１のようである。

中国は世界最大の茶の生産・輸出国であり、

改革開放後、茶産業は成長産業となってきた。

茶生産量は１９８０年には３０万トンであったが、

２００４年には２．８倍の８３万トンに増加した。

主要な産地は、揚子江以南の緑茶大産地であ

る浙江・湖南・安徽省などであった。１９８０年で

は、浙江省と湖南省が全国シェア２５％と２０％を

占め、これに１０％程度のシェアをなす安徽省と

四川省を加え、この４省が中国の茶生産の７割

弱を占める主産地であった。

ところが、改革解放後の１９８０年代後半以降

は、ウーロン茶生産の増加によって福建省が一

大産地に成長した。福建省の茶栽培面積は、１９８０

年２万６千 ha、９０年５万８千 ha、２０００年１２万

表１ 中国主要茶生産省における茶生産量の推移 （単位：トン）

主要省 １９８０年 １９９０年 ２０００年 ２００４年 １９８０年 ２００４年
全国合計 ３０３，７００ ５４０，０７０ ６８３，３２４ ８３５，２３１ １００．０ １００．０
江蘇 ５，２５０ １４，０５４ １２，０２９ １１，２４３ １．７ １．３
浙江 ７５，４００ １１６，９７２ １１６，３５２ １３８，７００ ２４．８ １６．６
安徽 ３２，０００ ５３，５８１ ４５，３７６ ５５，７６０ １０．５ ６．７
福建 ２５，８５０ ５８，２２１ １２５，９６９ １６４，３９６ ８．５ １９．７
江西 １０，４００ １９，４１５ １５，７０３ １３，４５１ ３．４ １．６
山東 ６５０ ６５７ ２，２５４ ４，９５６ ０．２ ０．６
河南 １，３５０ ３，５６７ ９，１６３ １２，１３２ ０．４ １．５
湖北 １７，３５０ ２８，４４３ ６３，７０３ ７６，２３５ ５．７ ９．１
湖南 ６０，８５０ ７３，８９７ ５７，２９４ ６６，６３２ ２０．０ ８．０
広東 １１，８５０ ２５，８６９ ４２，１２４ ４０，４００ ３．９ ４．８
広西 ７，２５０ １６，４１０ １７，９２３ ２２，３５１ ２．４ ２．７
四川 ２９，１００ ５８，０９３ ５４，５１３ ８６，４６４ ９．６ １０．４
貴州 ７，０５０ １３，５２２ １８，３７６ １９，３６３ ２．３ ２．３
雲南 １７，８５０ ４４，８２８ ７９，３９６ ９５，０８０ ５．９ １１．４
陜西 １，４５０ ４，５４８ ６，１２６ １０，２３９ ０．５ １．２
資料：『中国農業統計資料編１９４９－２００４』より作成
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図４ 安渓県における茶生産の発展

資料：王文礼ほか『安渓茶大観』国際華文出版社、
２００２年および聞き取りによる

６千 ha、さらに２００５年には８０年比６倍強の１６

万４千 haへと大きく増加した。そして２０００年

代には福建省は中国一の茶産地となった。これ

に雲南省が加わり、主要な茶産地が中国の南部

地域にシフトしてきているのが近年の中国茶産

地変動の特徴である。

中国産ウーロン茶の９割は福建省産である

が、この福建省ウーロン茶産地の成長は、日本

向けの輸出基地の構築によって可能になったと

いっても過言ではない。なお、緑茶については、

中国の輸出量は世界の茶貿易量の７割を占めて

いる。

２．ウーロン茶産地における輸出基地産地シ

ステムの展開

中国第一の茶産地となった福建省における

ウーロン茶の主産地は安渓県である。安渓は福

建省南部の泉州市に属し、人口１１９万人（２０１１

年）の地方都市である。安渓県には２００６年まで

に２４万ムー（１ムー＝６．６６７a）のウーロン茶園

が開発され、年間生産量は２万３千トンとなっ

ている。この生産量は日本のウーロン茶消費量

を上回る量であり、中国のウーロン茶総生産量

の４分の１を占めている。県内には茶製造加工

企業者が約７００戸、茶店舗数は約６，５００店であ

り、安渓の就業人口の７割以上は茶産業と関連

がある職業に就いているといわれている。安渓

は中国における重要な茶輸出基地となってい

る。また中国で最大の茶加工製造工場と茶の卸

売市場である「茶都」が設置されている。安渓

県は「ウーロン茶のふるさと」あるいはウーロ

ン茶の中でも極上品であり「安渓ブランド」と

して確立している「鉄観音」の発祥地としてよ

く知られている７）。

安渓県における茶園面積の推移を示すと図４

のようである。茶生産は一貫して増加してきた

が、中国経済の改革解放後、とくに１９８５年以降

は急激な増加に増加してきた。

１９８１年の伊藤園による缶入りウーロン茶飲料

の開発販売以来、日本において茶飲料消費が広

がった。なかでもウーロン茶飲料の消費が急増

し、茶飲料の原料となるウーロン茶の調達は中

国に求められた。１９８４年にはウーロン茶の日本

への輸出は１千トンとなり、９０年には１万トン

とわずか６年で１０倍になった。その中で、安渓

産のウーロン茶は日本への輸出の約半分を占め

た。１９８５年に政府は国営企業に国内茶市場を開

放して輸出基地を形成した。泉州、福州、広州

などの都市に茶の輸出会社設置を許可して輸出

を促進した。

１９９０年代以降の安渓の茶産業は、４段階の産

地システム形成によって発展してきた。それ

は、�９０年代前半の輸出を主とする国営企業に

よる産地システム、�９０年代後半の国営企業民

営化と民営企業の創出による産地システム再

編、�２０００年代前半の民営大規模企業による国

内市場への高級茶直販システム形成、そして�

２０００年代後半以降のブランド化や安全性対策等

を行う新たな産地システム形成の時期である。

飲料産業グローバリゼーション下における日中の茶産業と産地システムの転換
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まず第１の、９０年代前半の輸出を主とする国

営企業による産地システム形成の時期において

は、国営企業を中心として輸出企業が大きく成

長し、安渓県は、ウーロン茶の輸出基地として、

福建省のみならず中国全土から注目されるよう

になった。産地では集団農場に系譜をもつ旧生

産隊単位の茶園で輸出用の原料生産が行われ

た。農民たちは茶園を輸出国営企業に対して売

買関係のみならず契約栽培方式で販売するとい

う、国営企業による集団的産地システムが形成

された。

この産地システムは、原料調達の契約取引や

直営的取引というような日本の飲料企業との連

携関係強化のもとで進められてきた。また、輸

出用製品を生産するために、日本の企業との合

弁によって国営企業の加工場には大型製造ライ

ンも設置された。

第２の９０年代後半における国営企業民営化と

民営企業の創出による産地システム再編の時期

においては、国営企業の民営化が進むととも

に、伝統的な茶商などから成長した７００を上回

る民営の茶加工販売企業が叢生した。この中に

はいわゆる「龍頭企業」といわれる大規模企業

が登場し、国営企業の輸出加工事業を凌ぐほど

になってきた。

とくにこの時期には、台湾の茶企業の参入も

増加して、加工施設の近代化と機械化が進ん

だ。その中でも特筆すべきは、「鉄観音ウーロ

ン茶革命」ともいえる大技術革新が行われたこ

とである。すなわち、５０％以上の強発酵という

伝統的なウーロン茶に対して、緑茶志向が強い

北京等の北部地域の消費者にも受け入れやすい

ように３０％以下の低発酵度で香りが強い加工技

術に転換したことである。それは「萎凋香」と

呼ばれる生葉の萎凋生成の過程で発生する特有

の香気を閉じこめた製法であり、台湾の文山包

種に採用されていた製法を鉄観音種に適用した

技術革新であった。これによって「鉄観音ブラ

ンド」が誕生した。低発効で強い香気を特徴と

する鉄観音ブランドは、低発効ゆえに品質保持

が難しい。このため小包装の真空パッキング機

械が台湾から輸入された。この小包装の真空

パックは、高級感があり国内外の市場で高級茶

として販売されることとなった。

第３の２０００年代前半においては、国内市場向

けの高級茶直販システムが登場した。中国の

人々は生活水準アップに伴って、健康、優雅な

生活を追求するようになり、中国経済の飛躍的

な発展のもとで国民の所得向上が実現し、富裕

層を中心として高品質高価格の茶を求められる

ようになった。高価な茶器と優雅な煎茶様式と

いう特徴的な消費形態による高級高品質な茶の

消費は、３０００年に及ぶ茶文化の現代的な出現と

もいえるものであった。真空パックされた高級

鉄観音茶の本格的生産拡大と国内市場販売拡大

が行われた。

民営の茶加工販売企業は、茶産地の農民から

契約栽培で高級鉄観音茶原料を調達したり、直

営農場で頻繁な品種更新を行って高級茶原料の

獲得を図った。茶工場を近代化するとともに、

多数の工員を雇用するようになった。また販売

においては、安渓の高級鉄観音茶としてブラン

ド化を図り、中国各地域で人気を博した。大規

模な龍頭企業は、全国各地域に直営店舗を設置

して茶館も併設した。直営店の茶館では伝統的

な高級茶器の普及と茶飲作法の普及を図るよう

になった。

３．安全性志向と日本向け輸出の減少

第４は、２００６年以降における安全志向の産地

システム形成である。日本において２００６年５月

に食品残入農薬のポジティブリスト制度が施行
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されたことが契機となった。ポジティブリスト

は指定農薬以外のすべての農薬残留を０．０１ppm

未満とする厳しい基準であり、輸出企業は、茶

葉の生産から加工製造に至るすべての過程にお

いて、品質管理の徹底を迫られた。安渓茶産地

においても安全性を確保する生産販売体制の構

築が迫られるようになった。

これに対応するために加工過程の設備の更新

や茶農民の栽培管理強化対策など品質管理者の

増員と体制整備、直営農場の拡大、検査費用な

どコストの増加などが不可避となった。このよ

うな安全性と製造過程の管理体制を強化すると

いう新たな産地システムの形成が求められるよ

うになった。

ウーロン茶飲料の開発と需要増大の下で大量

の原料調達を中国茶産地に求めてきた日本の茶

飲料企業は、消費者の安全志向の高まりに対応

して日本国産の原料調達による緑茶飲料の開発

と販売拡大戦略にシフトし、中国からの原料輸

入を削減した。

２０１１年の中国の茶輸出の状況を２００６年と対比

して示すと表２のようである。

中国の茶輸出は主として中東やアメリカ、ロ

シア仕向けを中心としており、緑茶を中心に

２００６年の２８万トンから１１年には３２万トンへと増

加している。日本への輸出はこれに次ぐ位置に

あるものの、近年では著しい減少傾向にある。

日本への輸出量が最も多いウーロン茶も、５年

間に１万５千トンから１万２千トンへと減少し

ている。

輸出用の茶は、茶飲料やティーパック用の原

料茶が主体であり、１キログラム当たり２ドル

前後と低価格である。輸出主体の産地システム

は限界に直面してきた８）。

４．地域ブランド形成を図る産地システム

日本への輸出に特化して成長してきた産地

は、限界に直面してどのように克服しようとし

ているのであろうか。今や、中国の茶産地にお

いては産地システムの新たな転換が起こってき

ている。

まずウーロン茶産地における課題を具体的な

企業の取り組み事例をもとに明らかにしておき

たい。

P企業は安渓県の中心的茶産地である西坪に

位置する。１９９３年に操業、操業資本金は４千万

元、２００５年に近代的な工場を建設し、２つの地

区に設置している。総面積は６万�で、年間６

千トンの茶加工が可能である。全国に直営販売

店を４００店出店し、工場と店舗を含む総従業員

は４０００人である。創業者は２００年続く鉄観音茶

の生産農家であった。創業者自身の家族経営と

表２ 中国の茶輸出の変化 （単位：トン、ドル／�）

輸出合計 日本への輸出
２００６年 ２０１１年 ２００６年 ２０１１年

輸出量 平均単価 輸出量 平均単価 輸出量 平均単価 輸出量 平均単価
緑茶 ２１８，７３７ １．７８４ ２５７，４４１ ２．７４４ １０，００４ ２．２３４ ３，１５７ ２．０８９
紅茶 ３１，５３８ １．３４６ ３５，５７６ ３．０５６ ４０４ ２．７３１ ４７０ ４．１６
ウーロン茶 ２１，０２６ ２．４６７ １７，９４６ ４．１３０ １５，０３１ ２．３５２ １２，２２１ ２．８８３
花茶 ８，１３３ ３．６２３ ７，３４０ ６．３１０ １，５０７ ３．４４１ １，５４９ ５．４１４
プーアール茶 ７，１５８ ４．５９８ ４，２７３ ６．９１４ ７２０ ２．３５８ ６９９ ３．３３４
茶合計 ２８６，７２４ １．９０９ ３２２，５８０ ２．９９２ ２７，６６８ ２．３７４ ２，７６６ ２．３７４

資料：国家統計局『２００６年我国茶叶出口統計』より作成
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民営茶商との合併によってこの会社が誕生し

た。

２００８年の販売量は５千トン、うち２千トンが

日本への輸出、国内販売量が３千トンである。

販売額は３．６億元であるが、この１０年間は年率

２０％の成長してきた。日本の企業との取引は、

伊藤園、サントリー、キリンなど大手企業５社

に及んでいる。

農地面積は３５，０００ムー、うち直営地が３，０００

ムー、契約している農民数は１，１００人である。

契約農業者は生産した茶はすべて会社に売るこ

とが条件になっている。会社との合作を希望す

る農民は多く、会社が選んでいるのが現状であ

る。高品質の茶を生産できる農民との合作が望

ましい。近年は、指定した農薬を使用してもらっ

ており、周辺の一般の農薬を使っている園地か

ら農薬が飛んでくる飛沫被害が起こらないよう

に村全体と合作契約を結ぶこともしている。合

作農家には、�農薬などの資材を提供、�技術

指導、�資金の提供、さらに�優秀な農民には

機械を貸与している。会社は農民を第１番目の

工場と考えている。会社は、�市場志向、�農

民指導を基本的な経営方針としている。その場

合、一つの村との契約栽培をすることをねらっ

ている。

現在の課題は、茶飲料原料の輸出では収益性

が著しく低下していることである。この理由の

第１は、日本の輸入が減少している上に人民元

高が進んで輸出のメリットが消滅しつつあるこ

とであり、第２の理由は、賃金の上昇のために

生産コストが著しく上昇していることである。

国内市場向けの茶価格は、キログラム当たり平

均千元であり、輸出用の約５０倍の価格が実現し

ている。安渓産地は輸出用ウーロン茶の生産基

地として成長してきたが、上記の環境変化のも

とで、産地は大きく転換せざるを得なくなって

いる。

その方向性は、第１に、安全・信頼・高品質

のブランドの確立である。それには、P社独自

のブランドと地域ブランドの結合が必要である

という。契約農業者との間に高水準の技術を確

立して、高い信頼を確保するウーロン茶ブラン

ドを確立することが今後の課題という。大規模

加工販売企業と農業者との細かい連携関係の構

築が目標とされている。

第２は、ブランド確立を進める農業者の組織

化である。安全・信頼・高品質のブランドの確

立のためには、生産と販売過程における農業者

の技術的な陶冶と組織化が重要になってきた。

そのひとつの対応は統一商標のもとに共同販売

を行う協同組合組織の形成である。

２００７年に施行された農民専業合作社法に基づ

き、全国には２０１０年末までに３７万９，１００社の合

作社（協同組合）が形成されてきた９）。統計デー

タは得られなかったが、全国のなかでも福建省

では多くの合作社が組織されているといわれて

おり、安渓県においても多数の合作社が組織さ

れてきた。

２００９年時点の調査では、安渓県には農民専業

合作社法の施行前から合作社が組織されてお

り、すでに２００７年までに茶合作社が５５社あっ

た。そして２００９年では、県の商工部に登録済み

茶合作社だけでも７３組合になっている。この７３

茶協同組合がかかわる茶園面積は２５，２００ムー

で、茶産量は４，０００トンに達し、生産高は約１

億元と安渓県茶産業管理委員会は報告してい

る１０）。

安渓県の多くの茶合作社は、農家、販売加工

業者、茶関連企業、農機具販売者らが協同出資

した協同企業体である。生産・加工・販売の一

括一体化を実現し、農業者および業者間で利益

とリスクを分かち合っている。高性能の農機具
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の共同購入、生産技術の相互研鑽と統一、共同

販売などを通して、生産コストの削減、茶の品

質向上と同時に個別茶農家のリスクを回避する

という役割を果たしている。

上記の県茶産業管理委員会の報告によると、

合作社では茶の品質が向上し、各種の検疫結果

もすべて国家基準を達成、茶園の管理費用が大

幅に下がり、茶製造技術が大きく高められて茶

農家は大幅な増収を実現できたという。その理

由として茶合作社は、�農機具の共同購入・共

同利用、�茶樹育成の共同、�栽培管理の統一、

�その結果としてブランドの統一、および�共

同販売を行って協同活動の力を発揮したからだ

という。協同により規模の経済を実現して農機

具の効率的購入・利用を実現、生産・管理の技

術向上を促進、その結果最終製品の品質が高く

なり製品価格も高くなった。そして農業者は零

細経営から脱して規模拡大を進めているとされ

ている１１）。

たとえば２００８年に発足した K茶業組合では

組合員３００人に対して８人の先進的農民が生態

茶園の実施などの技術指導をして安全性を確保

した高品質ブランド茶の確立を目指した取り組

みを開始している。まだ始まったばかりである

が、産地ブランドの確立を向けた重要な取り組

みとして評価できる。

第３は、伝統文化と結合した茶消費の拡大で

ある。P企業は、全国茶文化協会との連携や企

業の直営店を通じた飲茶作法の普及、伝統的な

茶器や茶菓子の普及など、茶文化の普及と維持

が茶産地発展の条件であると位置づけている。

５．緑茶産地における複合的な産地システム

の形成

こうした茶飲料企業の原料調達の超国家的な

行動の影響は中国最大の緑茶産地にも及んでい

る。

中国最大の緑茶産地である浙江省杭州市の

「西湖龍井茶」ブランド産地においても新たな

産地システムの取り組みがみられる。すなわ

ち、大規模な輸出基地を形成してきた加工販売

企業は、国内外市場向けの安全安心を謳う高級

茶の開発・販売拡大とともに、消費者を産地に

直接的に呼び込んで産地直売や茶ツーリズムと

いうようなマーケティング戦略を拡大してお

り、福建省のウーロン茶産地とは異なる新たな

産地システムを構築しつつある。

S企業は、西湖龍井茶の産地において茶生産

加工基地を形成している。茶園は６，７９０ムーの

うち、直営茶園が５，０００ムー、契約栽培が１，７９０

ムーである。契約農民は数百に及び、３３０ムー、

６００ムー、３００ムー、２００ムー、１００ムー計５つの

村１，７９０ムーの契約茶園を擁している。当産地

では品種、農薬、化学肥料、加工技術等の統一

を十数年前から取り組んでいる。

当地域では協同組合は組織されていないが、

S企業が村の中で１０戸当たりに６人の優秀農家

を選出して企業職員で一級茶芸士が技術習得さ

せている。農民との契約の内容は、�園地と栽

培履歴の明確化、�企業の基準による製茶加

工、�茶の残留農薬の厳密な検査、�全農家の

経営情報の把握等であり、ブランド品の条件が

極め手厳しく設定されている。この契約の確実

な遂行のために、１斤（５００グラム）に１００元の

奨励金を出して安全基準等の遵守を図ってい

る。さらに加工施設を持たない貧しい農家に対

しては生葉購入をして産地の生産量の維持を

図っている。

さらに S企業は、茶産地に消費者を呼び込

もうと直営園地内に宿泊施設を建設中で、茶

ツーリズムの取り組みによって茶の直売と小規

模農民の雇用の場の確保を計画している。

飲料産業グローバリゼーション下における日中の茶産業と産地システムの転換
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このように、伝統的な緑茶産地においても、

現段階においては、生産・加工流通の従来型の

産地システムの高度化に加えて茶ツーリズム・

直売におよぶ複合的な産地システム形成が取り

組まれるに至っているのである。

このような複合的な茶産地システムの取り組

みは、企業経営を中心とした産地システムだけ

ではなく、家族経営を核とした産地システムに

おいても起こっている。

当地域で茶園の経営と茶店の複合経営をして

いる C茶店がその事例である。C氏は６ムー

の茶園を経営し、自家製高級緑茶を飲食店も兼

ねた茶店で、いわゆる産地直売している。家族

４人と姉の家族４人、雇用２名の１０名が就業し

ている。西湖地域にはこのような産地直売を行

う農業兼業茶店が２００経営以上展開している。

わずかな面積の茶園で１０名の雇用を確保できて

おり、いわゆる「６次産業化」の典型的な事例

として評価できよう。

�．日本と韓国における茶産地システム
の転換

１．日本における茶産地の展開

日本の茶生産は２０１０年で茶栽培面積は４６，８００

ha、荒茶生産量８万３千トン、茶経営農家数は

約８万戸である。主要茶産地を県別に示すと表

３のようである。静岡が栽培面積・生産量とも

に全国の４割を占める市場シェアを誇ってい

る。次いで鹿児島が面積で約２割、生産量では

約３割を占めている。

日本農業が輸入農産物増大の下で縮小傾向に

ある中で茶生産は傾斜地農業の有力作目として

伸長してきた。茶の栽培面積は１９６５年の４万６

千ヘクタールから１９８５年には６万ヘクタールに

まで増加した。伝統的な京都や静岡産地に加

え、１９７０年代に大規模畑地開発が行われた鹿児

島が大産地となってきた。また佐賀県や長崎県

などにおいても小規模ではあるが、銘柄茶産地

が各地に形成されてきた。

しかし、９０年代以降になると茶生産も縮小に

表３ 主要府県別茶園面積の推移 （単位：ha、％）

１９６５ １９７５ １９８５ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０年 １９８５年
面積割合

２０１０年
面積割合

静岡 １９，９００ ２１，２００ ２３，０００ ２２，０００ ２１，０００ ２０，２００ １９，０００ ３８．０ ４０．６
鹿児島 ４，４１０ ７，１６０ ７，６１０ ７，４６０ ８，０４０ ８，３９０ ８，６９０ １２．６ １８．６
三重 ２，７９０ ３，９２０ ４，０９０ ３，７１０ ３，４００ ３，３２０ ３，２１０ ６．７ ６．９
熊本 １，７１０ ２，１１０ ２，１７０ １，９４０ １，７６０ １，６６０ １，６１０ ３．６ ３．４
福岡 ９６９ １，５４０ １，６３０ １，５７０ １，５５０ １，５８０ １，５８０ ２．７ ３．４
京都 １，６４０ １，６５０ １，７３０ １，６５０ １，５９０ １，５６０ １，５８０ ２．９ ３．４
宮崎 １，３３０ １，８４０ １，７４０ １，４２０ １，７６０ １，６６０ １，６１０ ２．９ ３．４
埼玉 ２，４２０ ３，３８０ ３，１７０ １，７５０ １，３２０ １，１７０ １，０１１ ５．２ ２．２
佐賀 ８３８ １，１００ １，１５０ １，０１０ １，０６０ １，０４０ １，０１０ １．９ ２．２
奈良 ９６７ １，４００ １，５３０ １，１９０ ９４５ ８００ ７４５ ２．５ １．６
長崎 ８６４ ８９４ ８７１ ７４２ ７５１ ７８１ ７５５ １．４ １．６
滋賀 ９５７ １，３２０ １，１６０ １０，０００ ８０６ ６８４ ６４５ １．９ １．４
愛知 ７２４ ９５６ ８８１ ７５７ ６９８ ６９４ ６４０ １．５ １．４
総計 ４８，５００ ５９，２００ ６０，６００ ５３，７００ ５０，４００ ４８，７００ ４６，８００ １００．０ １００．０
資料：日本茶業中央会「茶業統計」各年より作成
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資料：日本茶業中央会「茶業統計」による

図５ 緑茶の生産者価格の推移

転じ、静岡と鹿児島に集中し、大規模産地優位

の傾向が顕著になってきている。それは茶価格

の推移と対応した変化と言える。荒茶の価格は

図５に示すように、１９９０年代までは上昇傾向に

あったが、２０００年頃の１０キログラム３万円を

ピークに下落傾向に転じている。茶飲料消費の

増大による緑茶消費の減少がこの傾向を促進し

てきた。産地には価格低下に耐えるコスト削減

が求められるようになり、大規模産地や大規模

経営の優位性が顕在化することになったのであ

る。

たとえば長崎県内産地における大規模茶経営

の展開を示すと次のようである。

O茶園の２０１１年の経営は、茶園９３０a（幼木１００

a、かぶせ茶８３０a）、年間生葉生産量８３トンであ

る。蒸し製玉露茶９０�製造ラインを２ライン設

置している。労働力は経営者夫婦と長男夫婦の

二世代家族経営である。茶園には防霜ファンや

スプリンクラーを設置し、乗用管理機や乗用収

穫機を装備している。

経営者は、規模拡大・生産安定・品質向上を

経営理念としてきた。規模拡大は山林や旧畑を

ブルドーザーなどを使って園地に自己開発して

進めてきた。園地が標高１００メートルから３８０

メートルまで広がっていることを活かして、栽

培時期をずらして家族労働でも作業が可能にな

るような経営合理化を図ってきた。

１９６１年の就農時の園地１００aから茶経営を開

始、当初は嬉野茶と同じ釜炒り茶の加工製造ラ

イン６０�を設置していた。７４年に蒸し製茶ライ

ン６０�を増設、茶園面積は２３５aに拡大した。

８０年には製茶工場を改装して１．５ラインに拡

大、茶園面積は３１５aに拡大、受託加工１００aも

開始した。１９８９年には製茶工場を新設して９０�

１．５ラインに更新し、茶園面積を４６５aに拡大し

た。１９９５年には製茶機械（自動コンテナと電気

選別機）を充実するとともに茶園面積を５ha

にまで拡大、９０年代後半には省力防除機、乗用

管理機を導入して茶園面積を５．５ha、受託加工

面積を７haまで拡大している。２０００年代には

製茶機械の能力高度化を図って、水分計、蒸葉

処理機等を設置して茶園を６haに。そして価

格が伸び悩んできた２０００年代後半には９haに

まで拡大し、受託加工は廃止して高品質茶の生

産に集中するようになった。

以上のように価格条件が良かった９０年代まで

に園地の規模拡大と機械化、加工設備の充実を

図っており、常に技術革新と投資を拡大してき

ている。こうした規模拡大農家が中核的構成員

となって産地には農協の共同販売組織が組織さ

れ、共同による製品販売が行われるという産地

システムが形成されてきた。このような経営展

開と産地システムの形成は静岡や鹿児島の大産

地においても同様に行われきた。

２．飲料企業による産地再編

上述のように、日本の飲料企業は茶飲料開発

販売を拡大してきたが、それは中国からの原料

調達によって実現したものであった。

たとえば A飲料企業においては、福建省に

飲料産業グローバリゼーション下における日中の茶産業と産地システムの転換
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現地法人を設置してウーロン茶飲料の原料調達

を行ってきた。しかし、２０００年代前半の安全性

問題の発生を機に、原料調達先を日本国内と第

三国に転換してきた。

茶飲料の需要拡大に対応して、安全で安定的

な原料調達が必須となってきた。このため A

企業は国内産地の育成を図り、もはや中国から

の原料調達を不要とするような取り組みを行っ

ている。国内の農業者との契約栽培の形成がそ

の主たる調達方法となった。

また、日本と季節が逆で新鮮な原料を端境期

に確保可能なオーストラリアもティーバック用

などの廉価製品の原料調達先として重視してい

る。オーストラリアの農業者との契約栽培によ

る原料調達は１９９６年に開始され、A企業の子会

社が荒茶工場をビクトリア州に２００４年に設置し

てからは本格化している。州政府との付き合い

があり、季節が逆なので病虫害が少なく農薬が

少なくて済むことがメリットである。日本の産

地のリスク回避を考慮して設置した。生産者は

８人で７０ha、畜産と果樹農家の複合作物とし

て、若い世代の経営者が導入している。アメリ

カ向けの茶葉を生産している。ティーパックの

消費が増加してきているアメリカに、中国の釜

炒り茶ではなく日本の蒸し茶を販売している。

国内においては、A企業は飲料原料茶の契約

栽培を２０１０年には５５０haまで拡大している。契

約園地は、宮崎県５０ha、鹿児島県１００ha、大分

県１００ha、長崎県５０haを筆頭に、静岡、近畿、

四国地域に主要な茶産地全体に広がってきてい

る。２０００年初頭の契約栽培開始当初は個人や地

域の茶商人との間でパック茶原料の調達が目的

であり、その規模も平均１ha程度と小さかっ

た。しかし中国から安全な原料調達の輸入が期

待できないことが明らかになった２０００年代後半

になると茶飲料原料の本格的な契約栽培の取り

組みが広がってきた。

契約においては、目的成分が最も多く取れる

ように、品種・摘採時期・加工技術等の厳密な

取り決めを行い、全量買取を原則とした取引を

行っている。樹齢２０年から２５年の茶木を審査し

て、農薬や肥料の施用等を各産地の栽培法を重

視して契約している。

２０１０年で９万５千トンの取り扱い総量のうち

２万５千トンを契約的調達で確保している。可

能な限り既存の産地システムを維持するため

に、JAや地域の茶取引市場を活用するような

産地システムを構築している。地域農家との信

頼関係の維持、既存の産地システムとの共存が

安定的原料調達には不可欠だからである。価格

は５～１０年は固定価格として安心して次世代が

茶生産できるような契約栽培を行っている。

A企業は契約栽培を産地育成事業として拡大

してきた。大分県の産地では、２００６年から開始

し４年目で収穫を始めた。県行政と A企業の

間で協定を結び、園地造成や土地集積を行政が

支援した。杵築市と臼杵市の４生産法人との間

で１００haを契約している。これらの法人は建設

業者の新規参入による茶経営法人であり、契約

では�秘密保持と�取引（栽培条件、価格等）

を細かに設定している。

鹿児島県では２００６年に建設業と運輸業の２社

が生産法人を立ち上げて契約した。宮崎県の場

合は２００２年から小林市の農業法人との間に５０

ha、さらに農協の子会社の農業生産法人１００ha

と契約している。長崎県では２００６年に建設業者

と５０haを契約した。

このような産地育成事業の課題は、用地の集

積問題である。とくに効率的生産が可能な広大

な園地を確保することは容易ではなく、行政等

の支援を必要としている。

A企業の契約栽培では次のような基本方針を
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掲げている。それは、野菜の契約栽培と異なっ

て茶園の契約栽培の場合は２０～３０年の長期的持

続可能な視点で地域に根ざした農業の構築が必

要であること、地域社会にメリットがないと持

続可能な茶産業は構築できないこと、そのため

には、次世代につながる食育が必要であるこ

と、既存の産地システムの維持が困難になって

いる中で持続可能な産地維持が企業の発展の基

本条件であること等である。

３．伝統的産地における新たな産地システム

の形成

日本の伝統的産地である京都宇治は全国の茶

の集散地となっている。宇治地域の茶生産量は

約３千トンであるが、確固たるブランド力を誇

る当産地市場の取引量は１万３千～１万５千ト

ンに及んでいる。宇治茶協同組合の組合員と

なっている茶加工商業者は１９９０年には１７９社、

２０００年には１５５社であったが、２０１０年には１４４社

に減少している。とくに小規模茶小売業者の減

少が多くなってきている。これは第１に、安全

性を確保した製造加工のための設備投資が増財

してきたこと、第２に、大手飲料業者との取引

が業者間の格差拡大を促進してきていること、

等が原因となっている。

茶小売業者や加工業者は茶店舗を改良してス

ウィーツとの組み合わせによる喫茶と茶販売な

ど消費者の新たな茶消費を促す取り組みを始め

ている。次世代の茶消費の確保を図るために茶

の食育や小学校に茶を供給するための給湯設備

の設置などを行っている。また、茶生産農家が

茶インストラクターの資格を取得して消費者と

の交流活動を行ったり、直売店を設置したりし

ている。前述した長崎県の大規模経営者である

O経営においても、経営者の妻がインストラク

ター資格を取得し、自宅の一角を茶店に改築し

て茶の産地直売と消費者を呼び込んで茶文化普

及に取り組んでおり、新たな産地システムの形

成がみられる。

４．韓国における茶産地システムの転換

� 韓国茶産地の特徴

韓国の主要茶産地は、全羅南道の宝城、慶尚

南道の河東および離島の南済州であり、全国生

産量の６割を占めている。１９９５年以降２０１０年に

おける生産動向をみると、この１５年間に、面積

は７１５haから３，２６４haに生産量は６９９トンから

３，５８６トン、農家数は１，１７９戸から４，７６５戸へと

大幅な増加がみられる。ただし、２００７年に茶産

地における農薬散布が TV報道されたことから

消費が激減し、面積・生産量・農家数ともに減

少傾向にある。韓国においては日常的に茶を消

費する習慣がないため、上記の緑茶産地は厳し

い状況におかれている１２）。

� 茶関連企業による直営と生産組合による

産地システムの形成

韓国の緑茶産業では様々な産地システムが形

成されている。

済州産地おいては、韓国最大の化粧品会社で

ある P社が６０万坪の直営園地を経営してお

り、百貨店やスーパー仕向けの茶商品を製造販

売し、茶文化の普及と企業イメージのアップに

重点を置いた取組みを行っている。化粧品企業

である同社が緑茶栽培・緑茶の生産に着手した

のは、１９６０年代である。同社の創業者が化粧品

の市場開拓のために各国を回るなかで各国に独

自の飲茶文化があるのに、韓国では消滅してし

まっていることを残念に思い、飲茶文化を韓国

に復活するという目的を持った産地形成であ

る。２０００年にはミュージアムを産地に設置し

て、韓国の茶文化や P社のブランド等の普及

を図っている。
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河東や宝城産地の場合は、農協や加工組合に

よる産地形成が行われている。たとえば河東 H

農協の場合は加工場を運営して１，３７３名の正組

合員農家から委託された茶葉の加工販売を行っ

ている。農協の製品ではティーパックやハーブ

ティーあるいは多様な緑茶関連商品が生産され

ていることである。これは緑茶消費の習慣がな

い韓国の消費者に対応したものである。

宝城茶加工組合においては組合員６００名、約

千 haの園地で生産される緑茶の一次加工を

行っている。この他に製茶営農組合も組織され

ており、品種の統一や荒茶加工段階での品質標

準化を行い、共同組織による高品質茶生産の取

り組みを行っている。

なお、いずれの産地においても自治体や公立

の緑茶研究所が製品開発や農家支援において中

心的な役割を果たしており、これが韓国の産地

のシステムの特徴となっている。

韓国では、飲料消費の多様化と消費者の安全

性志向に対応して、茶産地は多様な茶飲料や茶

関連商品の原料生産と有機茶栽培に特化してき

ており茶産業の停滞傾向がみられる。この背景

には中国・日本と比較すると茶文化の広がりが

弱いことがあると考えられる。このことは、茶

飲料産業主導の時代の産地のあり方として種々

の産地形成志向がありながらも、それが持続可

能となるためには地域ブランド確立や茶文化の

広がりなどの条件が必要という本研究の仮説を

裏付ける含意となっている。

�．むすびにかえて
－持続可能な地域茶産業の形成条件－

ウーロン茶飲料の開発と需要増大の下で大量

の原料調達を中国茶産地に求めてきた日本の茶

飲料企業は、消費者の安全志向の高まりに対応

して日本国産の原料調達による緑茶飲料の開発

と販売拡大戦略にシフトし、中国からの原料輸

入を削減してきた。

茶飲料産業による原料調達転換の影響は日本

の伝統的な産地である宇治茶産地などにおいて

も同様に起こっている。産地は茶飲料原料の増

大による価格低迷のもとで、安全安心を志向し

た高級茶ブランドの開発と販売拡大対策ととと

もに、消費者を産地に直接的に呼び込んで産地

直売や茶ツーリズム等の生産から消費に至る複

合的産地システム形成に取り組んできている。

このような産地システム形成は、中国福建省

のウーロン茶産地における協同組合組織による

ブランド確立や大規模な茶加工販売企業による

複合的産地形成においても同様にみられる取り

組みである。また中国最大の緑茶産地である浙

江省杭州市の「西湖龍井茶」ブランド産地にお

いても、地域の茶文化と結びついた産地直売や

茶ツーリズム等の生産から消費に至る複合的産

地システム形成の取り組みがみられるように

なっている。

これらの新たな産地システム形成は、地域の

茶文化に根ざした産地のあり方を示したものと

して評価することができよう。そして以上のよ

うな新たな産地システムの形成は、茶飲料企業

のグローバルな展開が進んでいる現段階におい

て地域の茶産業を持続可能にする重要な条件と

なっているのである。

１）ここでいう産地の生産流通のシステムに関して、
地域における農業と食品産業等との重層的連関を地
域の特産品を中心とした食料産業クラスターとする
捉え方がある。なお、中国では農業の産業化を推進
するために農工商一体化経営が推奨され、それを産
業クラスターと呼んでいる。これについては木南莉
莉・中村俊彦編著『北東アジアの食料安全保障と産
業クラスター』農林統計出版、２０１１年を参照。

注

長崎県立大学東アジア研究所『東アジア評論』第４号（２０１２．３）
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２）木村務「需要減退下における果樹農業再編 －愛
媛県吉田町－」田代洋一編著『日本農業の主体形成』
筑波書房、２００４年

３）木村務「長崎県離島における農業生産法人の現状
と課題」、田代洋一編『地域農業再編の担い手とし
ての農業生産法人の役割に関する実証研究』、平成
１６～１８年度科学研究費補助金基盤研究�研究成果報
告書、２００７年３月
４）アレッサンドロ・ボナンノ他著『農業と食料のグ
ローバル化－コロンブスからコナグラへ－』筑波書
房、１９９９年

５）坂爪浩史・朴紅・坂下昭彦編著『中国野菜企業の
輸出戦略』筑波書房、２００６年

６）木村務ほか「中国ウーロン茶産業における産地シ
ステムの展開と課題」長崎県立大学国際文化経済研
究所『調査と研究』第３９巻第１号、２００８年３月
７）鉄観音の原産地は福建省安渓県西坪鎮で、清代の
１７２５年頃に発見されたとされている。中国の名品と
評され、釣魚台国賓館指定の専用茶とされてきた。
茶樹は樹勢、環境適応性ともに弱く栽培が難しい
が、香りはふくよかで濃く長く続き、味は芳醇で甘
く深みがある。蔡建明（安渓県農業茶果局長）「ミ
ン南烏龍茶」『ウーロン茶のすべて－日中交流記念
シンポジウム－』茶学の会、２００２年による。
８）対日輸出の縮小による輸出産地の困難について
は、根師梓「中国における緑茶貿易の転換と対日緑
茶産地の展開」『農業市場研究』第２０巻第２号、２０１１
年、も同様の指摘をしている。
９）趙陽「中国農民専門合作社の発展現状、課題およ
び今後の政策展開」社団法人 JC総研『日・中・韓
農協シンポジウム－東アジアにおける農業協同組合
運動の将来像を構想するシンポジウム－報告資料
集』２０１１年１１月

１０）『東南朝刊』２００９年６月２９日付に掲載された安渓
県茶産業管理委員会主任陳水潮氏の調査報告によ
る。

１１）このような合作社の役割は、山東省など他地域に
おいても明らかにされている。大嶋一二「中国にお
ける三農問題の深化と農民専業合作社の展開」『農
業市場研究』第１９巻第４号、２０１１年参照。

１２）韓国の茶産地の現状については、田村善弘・李炳
・木村務「韓国における茶産業の展開と茶産地シ

ステム」長崎県立大学東アジア研究所『東アジア評
論』第４号、２０１２年を参照。
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